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一1- 保証業務実施者の独立性
第1節はじめに
公認会計士、医師、弁護士、税理士などは、専門的な知識や技術を社会に提供することによって
社会全体の福祉を増進させる業務を行う職業である。これらの職業は、一般に専門職業とよばれ、
専門職業を行う人々は専門職業人とよばれている。
ところで、これらの専門職業人が業務を行う場合に、専門職業人が当該業務の依頼人から独立し
ていなければならないかどうかという専門職業人の独立性1)に関Lては、公認会計士が業務を行う
場合と、医師・弁護士・税理士などその他の専門職業人(以下、医師等という。)が業務を行う場合
とでは、大きな違いがあると考えられる。
公認会計士に独立性が求められることは以前から多くの論者が主張し、これに関するさまざまな
著書や論文等もあるが、専門職業人である医師等の独立性との比較において論述した研究成果はな
v'。
そこで、本稿では、専門職業人の独立性をめぐって、公認会計士が保証業務実施者として保証業
務2)を行う場合と、医師等がそれぞれの業務を実施する場合について検討することにする。なお、
便宜上、医師等の独立性を先に検討する。
第2節 医師等の独立性と保証業務実施者の独立性
1.医師等の独立性
(1)医師等の業務の特徴
医師等は、依頼人(およびそのグル}プ)の要請によって、依頼人のために、法令その他与えら
れた環境で許される範囲内で限度いっぱいのサービスを提供する。つまり医師等は、依頼人から報
酬をもらい、依頼人のために最善をつくすのである。そこでは報酬の入手元と自らのサービスの提
供対象は同一の人である。それゆえ、医師等には、依頼人のために業務を行うという意識がはっき
1)本稿では保証業務実施者が保証業務を行う場合の独立性という論点を明確にするために、保証業務の依頼人
からの独立性だけを取り上げるが、保証業務実施者の独立性は、当該保証業務の結論を利用すると想定される
者(想定利用者)からの独立性も必要である。とくに、何らかの特定の想定利用者がいる場合には、彼らから
の独立性も求められる。
2)ここで取り上げる保証業務とは、企業会計審議会 (2004)二1で定義されている保証業務である。
日本公認会計士協会 (2004)2. (2)は保証業務の種類として、財務諸表監査、財務情報のレピュー、内部
統制の有効性の検証、 Trustサービス、環境報告書審査、環境マネジメントシステム検証、コンブライアンス検
証業務(証券業の分別保管の法令道守に関する)検証業務をあげ、また保証業務に該当するか否か判断の分か
れる業務として合意された手続 (agreedupon procedures)をあげている。
しかし、企業会計審議会 (2004)二4 (1)は、合意された手続は、「実施される手続が主題に責任を負う者
又は限られた利用者との聞の合意によって特定されるため、業務実施者が自らの判断により証拠を入手しない
こと、及び、手続の結果のみが報告され結論が報告されないことから、保証業務の定義を満たさない。」として、
合意された手続は保証業務にはふくまれないとしている。
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りとしており、依頼人をふくむあらゆる方面から自由でなければならないとする独立性の思考はな
い。医師等にとって守るべき対象は依頼人であって、他の人ではないからである。
これに関連して、とくに医師について検討すると、医師は依頼人である患者から完全に信頼され
なければ、患者に対する根本的な治療はできない場合がある。たとえば、患者がある不快な症状(た
とえば頭痛や腹痛など)を訴えて治療を受けに医師のもとを訪れた場合、当該医師はその不快な症
状を緩和するために薬を処方し患者に渡すであろう。患者はこれを服用することによって、一時的
に不快な症状が解消するかもしれない。しかし、患者が訴えた不快な症状の原因が他の事実(たと
えば、患者が幼児期に精神的に非常に大きなダメージを受けたりしたことなど)にあった場合、医
師による対症療法的な治療だけでは根本的な治療にはならない。
このような場合、医師は患者の精神的な内奥にまで入り込んで、患者のもつ精神的な葛藤、不安、
あるいは不安定な情緒などを丹念に解きほぐし、患者本人さえも意識していないような精神面の葛
藤等を取り除いていかないと、患者が訴えた不快な症状に対する根本的な治療にはならないであろ
う。医師が、患者の精神的な内奥にまで入り込んで患者の精神的な葛藤等を取り除くためには、当
該医師は患者から全面的に信頼される必要がある。医師が患者から全面的に信頼されなければ、患
者は幼児期に精神的に非常に大きなダメージを受けたことなどを医師に話そうとはせず、したがっ
て当該医師は患者が訴えた不快な症状に対する根本的な治療を行うことができないからである。
医師が患者から全面的に信頼されるということは、医師が患者との聞に精神的な講離をなくそう
と努力し、患者はその医師の努力を受け入れて、医師との聞に精神的な議離をなくすということで
ある。
この場合、医師は、患者との間で精神的な議離がなくなるので、患者からの独立性もなくなる。
つまり、医師は患者から独立していないということになる。医師と患者との聞に精神的な議離がな
くなれば、医師は患者が訴えた不快な症状の本当の原因を患者から聴取することができるようにな
るため、その不快な症状に対する根本的な治療を行うだけの前提条件がそろうことになる。
以上のように、医師が患者の訴える不快な症状を治療するためには、医師は患者との聞に独立性
は必要ない。医師と患者との問の独立性、したがって医師と患者との間に精神的な議離があれば、
患者は医師に自らの精神的な内奥についてまでは打ち明けず、したがって症状が根本的に回復する
ことにはならないからである。
このことは医師に限らず、弁護士や税理士など他の専門職業人が業務を行う場合も同じである。
たとえば、弁護士は、自らが担当する裁判において、依頼人である被告人の罪を少しでも軽くする
ために事実を究明しようとする。事実を究明するためには、当該被告人から全面的に信頼され、彼
が行った行動のすべてを聴取しなければならない。被告人が自らの行動のすべてを弁護士に話すた
めには、弁護士は当該被告人から全面的に信頼されなければならない。弁護士が被告人から全面的
に信頼されるということは、弁護士と被告人との聞に精神的な講離がなくなるということである。
税理士についても同様である。税理士は、依頼人である顧客企業の税金を合法的に少しでも安く
するために業務を行う。税理士が顧客企業の税金を少しでも安くするためには、当該企業の内情を
知悉する必要がある。そのためには、税理士は経営者から全面的に信頼され、経営者から当該企業
のさまざまな内情についてつぶさに説明を受け、これを知悉し理解しなければならない。税理士と
経営者との間のこのような関係も、税理士と経営者との聞に精神的な識離がないということで上記
の2例と同じである。
このように、弁護士も税理士も依頼人のために自らの業務を精いっぱい行おうとすれば、自らと
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依頼人との聞に精神的な議離があってはならず、したがって依頼人と精神的に講離がなくなるよう
に弁護士も税理士も努力しなければならないのである。
(2) 2者開業務
医師・弁護士・税理士という専門職業人が専門職業を行う際に依頼人との聞に精神的な議離がな
く、したがって独立性が必要とされない理由をつきつめて考えみると、医師等の行う業務は、医師
等という専門職業人と依頼人の2人しか登場しない2者間における業務 (2者開業務)であるから
であると考えられる。 2者開業務においては、医師等は依頼人から報酬をもらい、依頼人の利益の
ために最大のサービスを提供する。医師等は、最大のサービスを提供するために、彼らは依頼人と
の聞に精神的な議離がなくなるほど完全に密着しなければならないのである。医師等は、依頼人と
の間に独立性が求められないどころか、依頼人から独立していては依頼人の精神的な内奥にまでは
入り込めず、したがって根本的な治療ができなかったり、被告人の行動のすべてを聴取できなかっ
たり、あるいは、経営者から顧客企業の内情についてつぶさに説明してもらうことはできないので
ある。
2.保証業務実施者の独立性
(1)保証業務の特徴
これに対して保証業務実施者は、依頼人とは別の第三者である想定利用者の利益のために保証業
務を行うのであって、依頼人の利益のために保証業務を行うのではない。つまり、保証業務実施者
が意識するサービスの提供先は想定利用者なのであって依頼人ではない。ときには業務を行った結
果が依頼人の歓迎しないような内容のものになることがあるかもしれないが、保証業務実施者が守
るべき対象は想定利用者の利益であって、依頼人の利益ではないのである。したがって、保証業務
実施者は保証業務を行うに際して、想定利用者のために、依頼人を中心とする各方面から自由な立
場にいて、自由に業務を行い、そして自ら実施した業務の結果だけに基づいて自由に結論を表明す
るという意識をもち、そのための環境整備に努め、かっそのように行動しなければならない。こう
した意味で、独立性こそは保証業務実施者という専門職業人が社会に存在するためのもっとも重要
でかつ基本的な要件であり、保証業務実施者に強く独立性が求められる理由である 3)。
(2) 3者開業務
このように保証業務実施者に強く独立性が求められる理由は、保証業務実施者が保証業務を実施
するに際して、想定利用者の存在を強く意識し、彼らの利益のために業務を実施し、結論を表明し
なければならないからである。つまり、保証業務が保証業務実施者、依頼人、そして想定利用者と
いう 3者聞にまたがる 3者開業務という特徴をもっ4)からである。この3者開業務は保証業務を中
心とする証明業務特有のものであり、上記の医師等による 2者開業務とはまったく異なる形態の業
務である。この3者開業務という保証業務の特徴が、保証業務実施者と医師等との業務における独
3)千代田教授は監査人の独立性に関連して、 ir独立性.1Cindependence)こそ監査人の最大の条件である。文献
上、 "CertifiedPublic Accountant"よりも“IndependentPublic Accountant"という雷葉がよく使用されてい
るのは、このことを物語っている。」と指摘されている。千代田(1998)p.665を参照されたい。
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立性の違いとなって表れているのである。
以上の2者開業務と 3者開業務における 2者および3者の関係を図示すると、【図表1]のように
なる。
第3節 実質的独立性と外観的独立性との異同
保証業務が3者開業務という特徴をもっているということは、保証業務実施者は業務実施者の資
質として独立性を保持すべきことにつながっていく。すなわち、保証業務が3者開業務であるから
こそ、保証業務実施者には独立性が要求されるのである。
独立性の保持は保証業務実施者が有すべき業務実施者としての資質のなかでもっとも重要なもの
である。
独立性には、実質的独立性と外観的独立性とがある。
1.判断の主体
(1)実質的独立性
実質的独立性は、保証業務実施者が保証業務実施中に何らかの判断を行う際には依頼人から独立
していなければならないとするものである。実質的独立性においては、保証業務実施者が依頼人か
ら独立しているかどうかの認識、およびその程度に関する判断は保証業務実施者本人に任せられて
いる。つまり、実質的独立性の保持および保持の程度を判断するのは保証業務実施者本人だけであ
り、その判断基準は保証業務実施者本人の意識のなかにある。その結果、実質的独立性の保持の判
断に関する共通の尺度は、保証業務実施者本人と他の保証業務実施者との聞にもないし、保証業務
実施者本人と想定利用者との聞にもない。そのため、保証業務実施者の独立性の保持の程度につい
て、保証業務実施者本人と他の保証業務実施者または想定利用者との間で判断が異なることがある
し、そして重要ことは、仮に判断が異なっていた場合に、保証業務実施者本人には、自らと他の保
証業務実施者または想定利用者との間で判断が異なっていることさえわからないことである。
4) Ricchiute (2001)は保証業務の 1つである財務諸表監査を取り上げ、財務諸表監査は関係する 3者(情報の
作成者、その情報の適切性の検証者、そして検証された情報の利用者)の聞の契約による業務であると主張し
ている。 Ricchiute(2001) pp.4-5を参照されたい。
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こうしたことになる理由は、実質的独立性の保持および保持の程度の判断はもともと抽象的な概
念で保証業務実施者本人の意識のなかでの判断に関する事項であり、他の人は保証業務実施者本人
の意識のなかを窺い知れないからである。実質的独立性が抽象的な概念であるということは、すな
わち実質的独立性は保証業務実施者個人の主観的な概念であることを意味する。つまり、実質的独
立性の保持および保持の程度についての判断は保証業務実施者個人の主観的な概念に基づくため、
保証業務実施者本人以外の者である他の保証業務実施者や想定利用者には、保証業務実施者が実質
的独立性を有しているかどうかについてはまったく認識ができず、また、実質的独立性を有してい
ると思われるとしてもその程度についてはまったく判断ができず、ましてや最終に想定利用者が納
得できる程度の実質的独立性を有しているかどうかに関する判定もできないのである。
このように、実質的独立性の保持および保持の程度は保証業務実施者本人にしか判断できないと
いうことと、実質的独立性はもともと抽象的したがって主観的な概念であることとが相侠って、実
質的独立性の保持は保証業務実施者本人にしかわからず、他からは窺い知れないことになる。そし
て、保証業務実施者本人が主観的に判断し、他から窺い知れない結果、個々の保証業務実施者によっ
て実質的独立性の保持およびその程度に関する概念規定が異なる結果になる。個々の保証業務実施
者によって実質的独立性の保持およびその程度に関する概念規定が異なる結果になることは、実質
的独立性の非常に大きな特徴である。
(2)外観的独立性
一方、外観的独立性は、社会的な公共の団体等が保証業務実施者が依頼人との聞に何らかの関係
を有しているかどうかを判断するための外形的な基準(外形基準)を設け、これによって保証業務
実施者の独立性の保持を判断しようとするものである。この基準は、保証業務実施者と依頼人との
関係を外形基準により判断しようとするものであるため、社会的な公共の団体等によって外形基準
が公表されれば、想定利用者や依頼人もふくむ社会一般の誰もが容易に判断することができるよう
になる。つまり、外観的独立性の判断基準は、保証業務実施者本人の意識ではなく外形基準である
ため、その外形基準が公表されれば誰もが容易に判断することができるようになる。
外形基準は、公共性の高い業務の場合には法令等によって定められるのが妥当であろう。たとえ
ば、公認会計士法第24条は、「公認会計士が著しい利害関係を有する会社その他の者の財務書類」に
ついては、当該公認会計士は公認会計士法第2条第1項の業務(監査証明業務)を行うことができ
ない旨を定めている。この場合、この「著しい利害関係」の有無が公認会計士の独立性に関する外
形基準として規定され、公認会計士が監査証明業務(財務諸表監査と内部統制監査)を行うことが
できるかを判断する基準となっている。
2.保持の時期
また、実質的独立性は、保証業務実施者が保証業務実施中に何らかの判断を行っているときだけ
に要求されるものであり、保証業務を行っていないときには要求されないという特徴ももっている。
保証業務実施者に要求される保証業務実施中の判断とは、たとえば、次のような業務における判
断である。
・保証業務実施者が依頼人との問で保証業務契約を締結する際の契約内容の妥当性に関する判断
・依頼人が行った個々の業務処理の妥当性5)に関する判断
・個々の業務処理の妥当性の判断の根拠となる保証業務に係る証拠の十分性や適切性6)に関する
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判断
・依頼人が行った業務処理全体の妥当性に関する判定
・そして最終的に保証業務実施者が公表する保証業務報告書における保証業務実施者の結論の形
成
したがって、保証業務実施者が実施する保証業務のなかでもこれらの「判断、判定、形成」以外
の業務、たとえば、保証業務計画の策定、保証業務に係る審査資料の作成や審査の受審、保証業務
調書のまとめや整理等々の各業務を実施しているときには、保証業務実施者に実質的独立性は要求
きれない7)。これらの業務は、いずれも、保証業務において重要な業務であり、またすべて必要な
業務であり、したがって業務実施者はこれらを慎重に実施する必要があるが、いずれも「判断、判
定、形成J以外の業務であるからである。
?? ??
【図表2]保証業務実施者に実質的独立性が要求される時点または期間
審査資料作
成，受審
惨ー
同町、.-ー ????
保証業務契約内容の妥当性に関する判断，個々の
業務処理の妥当性に関する判断，証拠の十分性や
適切性に関する判断，業務処理全体の妥当性に関
する判定，結論の形成など
(注)仁二二二1は保証業務実施者に実質的独立性が要求される時点または期聞を示す。
また、以上に関連するが、実質的独立性は一日のうちでも保証業務実施者が上記の「判断、判定、
形成」の業務を行っていないときには要求されない。たとえば、一日の業務終了後に、保証業務実
施者が依頼人と密接に接触し、外部の人からその両者は癒着していると思われる関係にあったとし
ても、それは保証業務実施者の一日の業務終了後であり、したがって「判断、判定、形成」を行っ
ていないため、保証業務実施者に実質的独立性は要求されないのである。
しかし、外観的独立性は、実質的独立性とは異なって外形基準で独立性の有無を判断しようとす
るものであるため、保証業務を行っていないときにも要求される。つまり、 1日を通して、または
5)保証業務においても、依頼人が行った業務の妥当性に関する判断規準がないと、保証業務実施者はその妥当
性を判断できない。この場合の判断規準は、財務諸表監査において被監査会社が行った会計処理の妥当性を監
査人が判断する際の規準である「一般に公正妥当と認められる企業会計の基準J(GAAP)に相当する規準であ
る。
6)本稿では、保証業務に係る証拠の十分性と適切性を監査論でいう監査証拠の十分性と適切性と同義で、用いて
いる。監査論でいう監査証拠の十分性と適切性については、監基報500:A4項と A5項を参照されたい。
7) もう少し詳細に考えると、保証業務契約を締結するかどうかを判断するためのパイロットテストにおいても
保証業務実施者に精神的独立性は要求される。この場合のパイロットテストには、依頼人とはじめて保証業務
契約を締結するときと、同一の依頼人と継続して保証業務契約を締結するときの2種類がある。
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365日を通して保証業務実施者に要求されるのである。
以上の実質的独立性と外観的独立性の概念をまとめれば、[図表31のようになる。
[図表31実質的独立性と外観的独立性のまとめ
実質的独立性 外観的独立性
保持および保持の程度につい 保証業務実施者本人だけ 想定利用者をふくむすべてのて判断ができる人 人
保持の判断基準 保証業務実施者本人の意識 法令等による外形基準
保持が要求される期間 保証業務上の判断、判定、形 いつでも(1日中または365成を行っているとき 日を通して)
こうしたことから、実質的独立性と外観的独立性は、同じ独立性という名称でよばれているがまっ
たく別のものであり、一方が不足している場合に他で補完できるというような相互補完の関係には
ない。
第4節 実質的独立性と外観的独立性との接点
以上のとおり実質的独立性と外観的独立性とは別のものと考えられるが、両独立性の聞にまった
く接点がないわけではない。
前述のとおり、保証業務実施者が「判断、判定、形成」の業務を行うときに要求される実質的独
立性は保証業務実施者本人の意識の問題であるため、抽象的でありしたがって主観的である。この
ため、業務実施者が継続してこれを一定の水準に維持することは非常に困難である。実質的独立性
は抽象的でありその保持の程度についての一定の客観的な基準がないだけに、業務実施者の意識、
業務実施者を取り巻くさまざまな環境条件、依頼人の状況、その他の条件によって、相当程度に左
右されることが考えられるからである。
そこで、保証業務実施者の実質的独立性を確保し維持するためには、実質的独立性を下支えまた
は補強制する何らかの項目が必要になる。この下支えまたは補強のための項目として考えられるも
のが外観的独立性の一部である。たとえば、保証業務実施者が自らの行う保証業務に関する専門能
力と知識を有していること、保証業務実施者が依頼人との間に身分的関係や経済的関係がないこと、
また、保証業務実施者の収入が特定の依頼人からの報酬に偏していないことなどである 9)。
① 保証業務実施者が自らの行う保証業務に関する専門能力と知識を有していること
保証業務実施者がその実施する保証業務に関する専門能力と知識を有していることは、実質的
独立性を下支えする 1つの大きな項目となる。保証業務実施者がこのような専門能力と知識を有
8)伊龍田他 [2013)では、ここで示す項目は精神的独立性を保証する項目であるとしている。しかし、これら
の項目があったとしても精神的独立性の確保や維持を保証することにはならない。したがって、これらの項目
は、やはり精神的独立性を下支えまたは補強するものと考えるのが至当である。伊諌田他 [2013)pp.l3-14を
参照されたい。
会計論叢第9号 -8-
していれば、依頼人が不当なまたは不正な業務処理を行っても、それを容易に発見することがで
きるからである。そしてこの場合の専門能力と知識は、たとえば国家試験合格というような一定
の客観的な基準を満たしている方がよい。それにより、専門能力と知識の程度が明確になるし、
依頼人が行い得る不当なまたは不正な業務処理に対する抑止効果も期待できるからである。
② 保証業務実施者が依頼人との聞に身分的関係がないこと
保証業務実施者が、依頼人が経営する会社や団体等の取締役・監査役・会計参与等であったり
または従業員ではないこと、すなわち保証業務実施者が依頼人との聞に身分的関係がないことで
ある。保証業務実施者が依頼人との聞に身分的関係がないことは、保証業務実施者の実質的独立
性を下支えする 1つの大きな項目である。ましてや、保証業務実施者は、自らが経営する会社や
団体等の保証業務を行うことはできない。
③ 保証業務実施者が依頼人との聞に特別の経済的関係がないこと
保証業務実施者が依頼人から経済的な便宜や経済的な援助を受けたりすると、業務実施に際し
て、保証業務実施者は公平で客観的な判断ができなくなることが考えられる。したがって、保証
業務実施者が依頼人との聞に特別の経済的関係がないことは、保証業務実施者の実質的独立性を
下支えする 1つの大きな項目となる。しかし、ここでは、保証業務実施者が依頼人との問に特別
の経済的関係がない場合として限定的に考えてよいと思われるため、通常の利害関係はあっても
よい。
④報酬の偏り
保証業務実施者の収入の合計額のうち、ある特定の依頼人からの報酬が相当程度に大きければ、
保証業務実施者は重要な顧客である当該依頼人を逃さないために、依頼人が不当または不正な業
務処理を行っても黙認することが考えられる10)。したがって、保証業務実施者の収入合計に占め
るある特定の依頼人からの報酬割合が偏っていないことは、保証業務実施者の実質的独立性を下
9)企業会計審議会(1956)(1)には、監査人の人的条件について次のとおり設定していた。
監査は、何人にも容易に行いうる簡単なものではなく、専門的能力と実務上の経験とを備えた監査人にし
てはじめて、有効適切にこれを行うことが可能である。又監査は何人にも安んじてこれを委せうるものでは
なく、高度の人格を有し、公正なる判断を下し得る立場にある監査人にしてはじめて、依頼人は信頼してこ
れを委任することができるのである。従って、監査人の資格及び条件について基準設けることは監査制度の
確立及ぴ維持のために欠くべからざる要件である。
この規定は、監査人の人的条件をめぐる 2つの立場から設定されている。 1つは、監査人は監査の職業的専
門家として相当の専門的能力と実務経験を有していなければならないという監査人の立場からの規定である。
他の1つは、監査を受けるにあたって監査人に企業機密をふくむさまざまな資料を提供する被監査会社の立場
からの規定であり、被監査会社は高度の人格を有する監査人を求めている。(以上、長吉 (2012)p.78) 
10)これに関連して、一般に、監査法人であれば、その総収入に対する特定の被監査会社からの監査報酬の占め
る割合は小さくなるため、監査人の独立性が強化される。しかし、ライブドア事件では、同社の監査を担当し
た監査法人の総収入のうち同社よりの監査報酬の占める割合が相当に高く、このため当該監査法人はライブド
アを顧客から逃さないように同社の主張する会計処理を認めていたといわれている。この監査法人は、監査法
人とはいえ個人事務所と同程度の小規模の事務所で、あったため、独立性は強くはなかった。この事件は、監査
法人の収入合計に対する特定の被監査会社からの収入割合が高い場合における監査人の独立性喪失の典型的な
例である。(以上、長吉 (2012)p.24) 
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支えする 1つの大きな項目となる。
第5節むすび
以上、公認会計士や医師・弁護士・税理士(医師等)などの専門職業人が行う専門職業に関する
独立性について検討してきた。
医師等がその業務を果たすためには、依頼人との聞に独立性は必要なく、むしろ独立性があれば
十分に業務を実施できない。一方、保証業務実施者が保証業務を行う際には、独立性が強く求めら
れる。そして、それらの業務において独立性の必要性が異なる理由について、前者は2者開業務に
立脚するものであり、後者は3者開業務に基づいているからである。
保証業務実施者が保証業務を行うにあたって求められる独立性には、実質的独立性と外観的独立
性がある。これら 2つの独立性は、その保持についての判断の主体、保持の時期について、まった
く異なっている。
実質的独立性の保持および保持の程度を判断するのは保証業務実施者本人だけであり、その判断
基準は保証業務実施者本人の意識である。その結果、保持および保持の程度の判断に関する共通の
尺度は、保証業務実施者本人と他の保証業務実施者との聞にもないし、保証業務実施者本人と想定
利用者との聞にもない。そのため、保証業務実施者の独立性の保持の程度について、保証業務実施
者本人と他の保証業務実施者または想定利用者との間で判断が異なることがあるし、また、仮に判
断が異なっていた場合に、保証業務実施者本人にはそれらが異なっていることさえわからないこと
もある。
こうしたことになる理由は、実質的独立性の保持および保持の程度の判断はもともと抽象的な概
念、したがって保証業務実施者個人の主観的な概念であり、他の人は保証業務実施者本人の内面を
窺い知れないからである。
一方、外観的独立性は、独立性の有無に関する外形基準を設け、これによって判断しようとする
ものである。したがって、外形基準が公表されれば、想定利用者や依頼人もふくむ社会一般の誰も
が容易に判断することができるようになる。
また、実質的独立性は、保証業務実施者が「判断、判定、形成」に関する保証業務を実施してい
る最中には求められるが、保証業務のなかでも「判断、判定、形成」業務以外の業務を実施してい
ないときには要求されないという特徴を有している。一方、外観的独立性は外形基準で独立性の有
無が判断されるため、保証業務を行っていないときにも要求される。つまり、 1日を通して、また
は365日を通して保証業務実施者に要求されるのである。
こうしたことから、実質的独立性と外観的独立性は、同じ独立性という名称でよばれているがまっ
たく別のものであり、一方が不足している場合に他で補完できるというような相互補完の関係には
ない。
しかし、実質的独立性と外観的独立性には接点もある。それは、保証業務実施者の実質的独立性
を確保し維持するために必要と考えられる項目で4項目ある。
公認会計士等の保証業務実施者に独立性が求められることは以前から主張され、さまざまな著書
や論文等にもそれに関する記述は多々あるが、専門職業人である医師・弁護士・税理士(医師等)
との比較において論述した研究成果はない。
本稿は、こうした意味で保証業務実施者に必要な独立性を他の専門職業人と比較し、独立性に関
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する概念整理を試みたものである。
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